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１．第60期（2012年3月期）
第２四半期決算概要



第２四半期連結業績概要第２四半期連結業績概要

2012年3月期第２四半期

第１四半期は、東日本大震災の影響による部品・部材の確保のための前倒し

発注や復興需要等により、当初の予想を上回って推移しましたが、第２四半期は、

その反動や急激な円高、欧州金融不安、米国・中国の景気後退等の影響で、

減速が鮮明となりました。
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第２四半期連結業績

2007年
9月期

2008年
9月期

2009年
9月期

2010年
9月期

2011年9月期
12年3月期
第1四半期
公表時予想

差異

単位：百万円

売上高 20,391 18,561 10,382 17,457 17,187（▲1.5%） 17,300 ▲112
(▲0.7 %)

営業利益 680 558 ▲303 515 487（ ▲5.5 %） 450 37 （8.3%)

（営業利益率） 3.3% 3.0% - 3.0% 2.8% 2.6 ％ 0.2％

経常利益 777 636 ▲250 581 553（ ▲4.9 %） 530 23 （4.4%)

（経常利益率） 3 8% 3 4% - 3 3% 3 2% 3 1％ 0 1 ％（経常利益率） 3.8% 3.4% 3.3% 3.2% 3.1％ 0.1 ％

純利益 439 357 ▲114 391 306（ ▲21.7 %） 280 26 （9.4%)
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ＦＡ機器分野（連結）

単位：百万円

2007年
月期

2008年
月期

2009年
月期

2010年
月期

2011年
月期9月期 9月期 9月期 9月期 9月期

売上高 10,544 10,046 5,345 9,584 9,537

伸長率 ▲ 8 6％ ▲ 4 7％ ▲ 46 8％ 79 3％ ▲ 0 5％伸長率 ▲ 8.6％ ▲ 4.7％ ▲ 46.8％ 79.3％ ▲ 0.5％

売上高
構成比
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情報・通信機器分野（連結）

2007年
9月期

2008年
9月期

2009年
9月期

2010年
9月期

2011年
9月期

単位：百万円

9月期 9月期 9月期 9月期 9月期

売上高 2,450 1,820 961 1,504 1,485

伸長率 ▲ 8.4％ ▲ 25.7％ ▲ 47.2％ 56.4％ ▲ 1.3％伸長率

売上高
構成比
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電子・デバイス機器分野（連結）

2007年
月期

2008年
月期

2009年
月期

2010年
月期

2011年
月期

単位：百万円

9月期 9月期 9月期 9月期 9月期

売上高 1,594 1,450 783 1,642 1,489

伸長率 ▲ 6 4％ ▲ 9 0％ ▲ 45 9％ 109 5 ％ ▲ 9 3％伸長率 ▲ 6.4％ ▲ 9.0％ ▲ 45.9％ 109.5 ％ ▲ 9.3％

売上高
構成比

7.8% 7.8% 7.5% 9.4 % 8.7％
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電設資材分野（連結）

2007年
9月期

2008年
9月期

2009年
9月期

2010年
9月期

2011年
9月期

単位：百万円

9月期 9月期 9月期 9月期 9月期

売上高 5,802 5,245 3,291 4,726 4,675

伸長率 ▲ 5 9％ ▲ 9 6％ ▲ 37 3％ 43 6 ％ ▲ 1 1％伸長率 ▲ 5.9％ ▲ 9.6％ ▲ 37.3％ 43.6 ％ ▲ 1.1％

売上高
構成比

28.5% 28.3% 31.7% 27.1 % 27.2％
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要約第２四半期連結貸借対照表（資産の部）要約第２四半期連結貸借対照表（資産の部）
単位：百万円

2010年9月期 2011年3月期 2011年9月期 増減額（11年3月期対比）

流動資産 14 685 15 328 14 967 ▲361 （ ▲2 4％ ）流動資産 14,685 15,328 14,967 ▲361 （ ▲2.4％ ）

（現金及び預金） 4,223 4,680 4,890 209（4.5％）

（受取手形及び売掛金） 8,679 8,665 7,990 ▲674（▲7.8％）

（たな卸資産） 1,412 1,577 1,747 169（10.8％）

固定資産 9,132 9,133 8,491 ▲641（ ▲7.0％）

（有形固定資産） 7 881 7 895 7 427 ▲ 467（ ▲ 5 9％）（有形固定資産） 7,881 7,895 7,427 ▲ 467（ ▲ 5.9％）

（無形固定資産） 118 109 117 8（7.9％）

（投資その他の資産） 1,132 1,128 945 ▲182（▲16.2％）, ,
資産合計 23,817 24,461 23,458 ▲ 1,003（▲4.1％）

総資産は１０億３百万円減少し、２３４億５８百万円となりました。

流動資産は、３億６１百万円減少し、１４９億６７百万円となりました。

主な要因は、現金及び預金の増加２億９百万円、在庫の増加１億６９百万円の一方で、受取手形及び売掛金の減少

６億７４百万円によるものです。

また 固定資産は ６億４１百万円減少し ８４億９１百万円となりました。
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また、固定資産は、６億４１百万円減少し、８４億９１百万円となりました。

主な要因は、東京都墨田区の両国センター売却による土地、建物等の減少３億７５百万円と、繰延税金資産の減少

１億５５百万円によるものです。



要約第２四半期連結貸借対照表（資本・負債の部）
単位：百万円単位：百万円

2010年9月期 2011年3月期 2011年9月期 増減額（11年3月期対比）

流動負債 6,361 6,638 5,784 ▲854（ ▲12.9％ ）

（支払手形及び買掛金） 4,873 4,950 4,489 ▲460（▲9.3％）

（短期借入金） 627 606 606 0（0.0％）

固定負債 2,224 2,291 2,024 ▲267（▲11.7％）固定負債 2,224 2,291 2,024 ▲267（▲11.7％）

（長期借入金） 1,055 1,122 829 ▲293（ ▲26.1％）

（退職給付引当金） 1,005 1,008 1,029 20（ 2.0％）

負債合計 8,585 8,930 7,808 ▲1,121（▲12.6％）

（資本金） 1,819 1,819 1,819 ― （ ― ％）

（資本剰余金） 1,532 1,532 1,536 3（0.2％）（資本剰余金） , , ,
（利益剰余金） 12,106 12,336 12,481 145 （ 1.2 ％ ）

純資産合計 15,231 15,531 15,649 118（0.8％）

負債純資産合計 23 817 24 461 23 458 ▲ （▲ ）負債純資産合計 23,817 24,461 23,458 ▲1,003（▲4.1％）

負債は１１億２１百万円減少し、７８億８百万円となりました。流動負債は、８億５４百万円減少し、５７億８４百万円となりました。

主な要因は、支払手形及び買掛金の減少４億６０百万円、未払法人税等の減少３億６４百万円によるものです。

固定負債は、２億６７百万円減少し、２０億２４百万円となりました。主な要因は、長期借入金の減少２億９３百万円によるものです。

純資産 億 増加 億 な ま
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純資産は１億１８百万円増加し、１５６億４９百万円となりました。

主な要因は、当第２四半期連結累計期間の四半期純利益の計上３億６百万円と配当金の支払１億６０百万円によるものです。

なお、自己資本比率は６６．７％となりました。



要約第２四半期連結キャッシュ・フロー計算書要約第 四半期連結キャッシ フ 計算書

2010年9月期 2011年3月期 2011年9月期

営業活動によるキ シ フロ ▲268 240 254

単位：百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー ▲268 240 254
投資活動によるキャッシュ・フロー ▲931 751 413
財務活動によるキャッシュ・フロー ▲289 ▲324 ▲460
現金及び現金同等物の増・減（▲）額 ▲1,492 663 206
現金及び現金同等物の期首残高 4,002 4,002 4,665
現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 2,510 4,665 4,872

①営業活動によるキャッシュ・フロー
営業活動の結果、資金は２億５４百万円増加しました（前年同四半期における資金は２億６８百万円減少）。

主に、税金等調整前四半期純利益６億７０百万円、売上債権の減少６億７６百万円の増加要因、たな卸資産の増加１億７０百万円、
仕入債務の減少４億６１百万円、法人税等の支払額５億１３百万円の減少要因によるものです。

②投資活動によるキャッシュ・フロー
投資活動の結果、資金は４億１３百万円の増加となりました（前年同四半期における資金は９億３１百万円の減少）。投資活動の結果、資金は４億１３百万円の増加となりました（前年同四半期における資金は９億３１百万円の減少）。
主に、有形固定資産の売却による収入４億３９百万円によるものです。

③財務活動によるキャッシュ・フロー
財務活動の結果、資金は４億６０百万円の減少となりました（前年同四半期における資金は２億８９百万円の減少）。
主に 長期借入金の返済による支出２億９３百万円 配当金の支払額１億６０百万円によるものです
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主に、長期借入金の返済による支出２億９３百万円、配当金の支払額１億６０百万円によるものです。



2 第60期（2012年3月期）の見通し2．第60期（2012年3月期）の見通し



２０１２年３月期の見通し

電気機器・電子部品・産業機械業界

半導体・液晶製造装置関連機器メーカー
産業機器メーカー

生産活動・設備投資は、第３四半期弱含みで推移するものの、

第４四半期は 回復が期待できると予想。第４四半期は、回復が期待できると予想。

上期並で推移するものと予測

ＦＡ機器、電子・デバイス機器分野 情報・通信機器分野 電設資材分野

第３四半期は、半導体製造装置

業界を中心に弱含みで推移する

ものの、第４四半期は、回復が

法人向けカスタムパソコン、

機器組込み用ボードコン

ピュータ等需要は、弱含み

マンション建築に動きが出てきた

こと、冬季の省エネ需要等が

期待できるものの、全体的には

不透明で弱含みで推移するもの
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期待できると予測 で推移するものと予測 不透明で弱含みで推移するもの

と予測



月次売上・受注推移（個別）月次売上 受注推移（個別）
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通期連結業績予想通期連結業績予想
単位：百万円

2010年
3月期

2011年
3月期

2012年
3月期見込

2012年3月期
第1四半期
公表時予想

売上高 25,068 34,442 35,100 (        1.9％) 35,100 

営業利益 ▲14 983 790 ( ▲19.7%) 790

経常利益 120 1,125 970 (  ▲13.8%) 970

当期純利益 93 694 510 (  ▲26.5%) 510 

１株当り年間配当金 0 0 円 12 0 円 12 0 円１株当り年間配当金
（うち記念配）

0.0 円
（0.0円）

16.0円 12.0 円

（0.0 円）

12.0 円
（0.0 円）

単位：百万円 単位：百万円単位：百万円売上高 経常利益 当期純利益
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3 重点課題・戦略3．重点課題・戦略



当社の取組み

利益の最大化と徹底した58期～60期 【キーワード】

ローコストオペレーション

お客様にとって良いことを徹底して考え 実行することによって

Ｒｅ-Ｂｉｒｔｈ スズデン

お客様にとって良いことを徹底して考え、実行することによって、

顧客満足度向上を図る

【60期 キーワード】 チームワーク

組織の壁を越えて、顧客満足を追求することを目指す
改善を前提に

原則人員は増やさない

間接部門は効率化、精度向上、ローコストオペレーションを徹底して実行していく。

営業は守るべきはきっちり守りマーケッター活動による提案営業により、徹底した
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営業は守る きはきっちり守りマ ケッタ 活動による提案営業により、徹底した

攻めの営業、戦う営業、諦めない営業の徹底をして行く。



営業戦略
①成長業界への営業力強化の継続 ･･･マーケッター活動の強力な推進

・半導体・液晶製造装置業界
医療機器を中心とした精密機器業界・医療機器を中心とした精密機器業界

・食品
・ＥＶ、二次電池関連業界

②市場のニーズに合った商材の投入

◆メカトロニクス商材の拡大
ＦＡメカニカル標準部品の品揃えを通じてのサーボモータ等駆動機器の拡販

・・・ベアリング・ネジボルト・空圧機器・センサー取付金具等
組 商◆機器組込商品の拡大

・コネクタ ・・・タイコエレクトロニクス、ヒロセ電機
・ＦＡボードコンピュータ
・基板搭載部品基板搭載部品

◆快適工場提案の継続
・リフレッシュ、リプレース、電力監視を主力で展開
・ＬＥＤ照明等の環境配慮型商品の拡販

◆ （保守 消耗 ）商材 拡販
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◆ＭＲＯ（保守・消耗品）商材の拡販



営業戦略

③海外市場への対応

・中国市場の取組強化
◆ 顧客の生産拠点移転への対応

・プロジェクトで対応
◆ 顧客の生産拠点移転への対応

④Web通販ビジネスの強化

◆ FAUbonのコンテンツと機能の充実・拡大

④Web通販ビジネスの強化

①掲載商品強化･･･標準在庫拡大、ＦＡメカニカル標準部品の品揃え

②ユーボン商材の開発強化（専業メーカーとの連携強化）

③法人会員向け機能強化の実施③法人会員向け機能強化の実施

・基幹システムとの連動

・受注残、納期回答・納入実績の照会

・顧客別価格体系の導入

④展示会での誘客やＤＭによる告知活動

⑤メールマガジンでの誘客
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⑤メ ルマガジンでの誘客



ＦＡＵｂｏｎ（http://fa-ubon.jp）
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営業戦略

⑤環境ビジネスの拡大

環境配慮型商材（商品とサ ビ ） 拡販・環境配慮型商材（商品とサービス）の拡販

・電材商品（ＬＥＤ照明、省エネ照明ｅｔｃ）の全社展開

・工場への環境提案

環境ビジネス営業所を中心に全社展開中

太陽光発電 ＋ ＬＥＤ照明提案
販売と保守・メンテ・計測代行等も

ＬＥＤ照明 ＋ 省エネエアコン提案

計測 ＋ 省エネ５ケ年提案

販売と保守 メンテ 計測代行等も

セットとして営業展開を図る

見える化 ･･･オムロン計測システム展開

商 材 ･･･ＬＥＤ照明、省エネ照明、太陽光ｅｔｃ

サービス ･･･安心サービス

東京物流センターの

モデルルーム化
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サ ビス 安心サ ビス



環境ビジネスのアプリケーション例

ワットチェッカー

スマート電力量モニタ
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小型簡易電力計

直管形LEDランプ



営業戦略

・物流システムの品質向上活動の継続

⑥東京物流センターにおける物流品質の向上

物流システムの品質向上活動の継続

・・・バーコード検品システム等による更なる品質向上

・免震構造による危機管理

度 地震 も商品 落 や損傷は 件もなく 免震構造が機能・・・この度の地震でも商品の落下や損傷は１件もなく、免震構造が機能

今後は、発電機を導入し、停電時の基幹システムの停止を防止

免震装置全 景
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営業戦略
⑦大和工場での生産拡大

◆東京エレクトロン宮城様をはじめ宮城県を中心とした東北地区の売上拡大

◆生産品目 拡大（ 組立加 等）◆生産品目の拡大（ＡＳＳＹ、組立加工等）

◆対象顧客の拡大

震災の被害はあったが、早期に復旧できた

外観 被害状況
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ご清聴、ありがとうございました。

【注意事項】本資料に記載されている、スズデン株式
会社の現在の計画 戦略 確信などのうち 歴史的事

清聴、ありがとう ざ ました。

会社の現在の計画、戦略、確信などのうち、歴史的事
実でないものは将来の業績等に関する見通しであり、
リスクや不確定な要因を含んでおります。実際の業績
は、さまざまな要因により、これら見通しとは異なる結
果となりうることをご承知おきください果となりうることをご承知おきください。



（参考資料）
企業概要企業概要



プロフ ル（平成23年9月30日現在）プロフィール（平成23年9月30日現在）

ズデ社号 ： スズデン株式会社

英文社名 ： SUZUDEN CORPORATION  
本社 ： 東京都文京区湯島２丁目２番２号

資本金 ： 1,819,230,000円

創業 ： 昭和23年1月

設立 ： 昭和27年12月設立 ： 昭和27年12月

決算期 ： 3月31日

社員数 ： ３８４名（連結）社員数 ： ３８４名（連結）

株主数 ： 7,155名
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沿革沿革

1948年 １月 鈴木電気商会を創業1948年 １月： 鈴木電気商会を創業

1952年１２月： 鈴木電業株式会社を設立

年 ズデ 株式会社 商 変1991年 ４月： スズデン株式会社に商号変更

1996年１２月： 日本証券業協会（現：ＪＡＳＤＡＱ）に

店頭売買銘柄として登録

2004年１２月： 東京証券取引所市場第二部に上場月 東京証券 所市場第 部 場

2007年 ６月： 東京証券取引所市場第一部に指定

2009年 ３月： 千葉県松戸市に東京物流センターを開設2009年 ３月： 千葉県松戸市に東京物流センタ を開設

2010年１１月： 宮城県黒川郡大和町に大和工場を開設
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■社 是■社 是

「誠 実」「誠 実」

ピタ■コアコンピタンス

ポ グ「もの造りサポーティングカンパニー」
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経営の基本方針（１）経営の基本方針（１）

【社会的責任】
国・地方自治体への納税を基本とし、かつ世界の将来を担う世代や教育機関

を対象とした継続的な寄付と、地域社会や災害復興を目的とした寄付を行っ
てまいりますてまいります。

【投資家の皆様】

配当性向３３％を基本に考えてまいります。

【お客様】【お客様】

お客様が望む商品・ソリューションを的確に提案し、商品品質・サービス品質

を向上させるとともに お客様の多様なニーズに適切かつ迅速にお応えしを向上させるとともに、お客様の多様なニーズに適切かつ迅速にお応えし、

お客様の満足度を高めてまいります。

「顧客第一」 －買っていただく喜び－
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「顧客第 」 買っていただく喜び



経営の基本方針（２）

【社 員】

経営の基本方針（２）

【 員】
「社員一人ひとりの自立が企業の成長につながる」を基本とし、社員は自己

の能力を最大限に発揮し、会社は個人を尊重して働きがいのある場を提供し、

会社も個人も共に成長できる経営を行 てまいります会社も個人も共に成長できる経営を行ってまいります。

【共 育】

お客様の満足度を高めるため、社員一人ひとりに適切な教育・訓練及び経験

の機会を提供し「共に育つ」を教育理念としてまいります。

【地域社会】

循環型社会構築に向け地域社会との融和を図り、企業市民として順法・地球循環型社会構築に向け地域社会との融和を図り、企業市民として順法 地球

環境の向上・安全を基本として活動してまいります。 活動を具体化するため、

環境方針を定め行動します。
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ビジネスモデル
「もの造りサポーティングカンパニー」

国内有力メーカー

約 1,000社

さまざまな業界の

ユーザー企業

約 5,000社

当社システムエンジニアによる技術支援を柱に、高機能商品・システムのご提案やアプリケーションソフトの

ご提供をメーカーに代わって行う「メーカー代行機能」、独自の情報・物流システムで構成される「ロジスティック

32

機能」、お客様の一括購買を代行する「購買代行機能」、お求めやすい価格・小ロットによるオリジナルブランド

「UBON」などの機能を最大限に発揮し、広くもの造りの現場に貢献しています。



取扱い商品
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国内の拠点・子会社、海外子会社国内の拠点 子会社、海外子会社

■国内拠点（16部、2室、38営業所、1店舗、1工場、8課、4センター）
・東京営業部（４営業所 ） ・南関東営業部（３営業所） ・北関東営業部（４営業所）

・広域営業部（５営業所） ・電材営業部（５営業所、 １センター ）

・中部営業部（４営業所） ・ＥＳ営業部（４営業所） ・顧客営業部（４営業所）

・コンポーネンツ営業部（５営業所、１店舗） ・海外営業部

・システムソリューション技術部（３課） ・サービスセンター ・大和工場

・物流部（２センター） ・商品部（２課 ） ・経理部（３課） ・総務部物流部（ タ ） 商品部（ 課 ） 経 部（ 課） 総務部

・品質環境部 ・社長室 ・内部監査室

■国内子会社

■海外子会社

・スズデンビジネスサポート株式会社

・SUZUDEN SINGAPORE PTE LTD
・斯咨電貿易（上海）有限公司（SUZUDEN TRADING（SHANGHAI）CO.,LTD ）
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